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<2002年> 

人口 12億8,453万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約10倍) 為替制度 管理フロート制

一人当たりＧＤＰ 963ドル 通貨  中国元

産業構造(GDP構成比)　１次産業   14.5％ 1米ドル＝8.278元

２次産業  51.7％ 面積 960万k㎡ (日本の約26倍)

３次産業  33.7％
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＜中国経済のこれまで＞

 

＜2002年の経済＞ 

2002年の景気は拡大し、経済成長率は通年で８％となった。2002年11月の中国共産党大会（５

年毎の開催、胡錦涛総書記就任）に向けて年初より積極的な財政政策が行われた。アメリカ向

けを中心とする輸出の増加を背景に、鉱工業生産の増加が景気を牽引した。さらに、2001年11

月にＷＴＯ加盟が実現したことにより、2002年１月から関税率が引き下げられたことや、外資

系企業の輸出規制が緩和されたことが、輸出の拡大に繋がった。また都市部の経済発展により、

消費が拡大したことも挙げられる。 

しかし、供給超過による製品価格の下落は2001年より続いており、消費者物価が前年を下回

る状況が年間を通してみられた。また国有企業改革を起因とした雇用調整が行われたことによ

り、失業率（都市部）は2001年末に3.5％であったのが2002年末には4.0％まで高まった。 

 

 



90年代 2001年 2002年 2003年
（91～00年） 政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 10.1 7.3 8.0 ７前後 7.7 7.5 実質ＧＤＰ
名目ＧＤＰ 同上 17.0 7.9 6.7 ― ― ― 平均 7.4
  個人消費 同上 16.8 7.0 ― ― ―
  総固定資本形成 同上 21.3 15.3 ― ― ― 最大 8.0
鉱工業生産 同上 21.3 9.9 10.2 ― ― ―
消費者物価 同上 7.2 0.7 ▲ 0.8 1.0 ▲ 0.2 0.2 最小 7.2
失業率 ％ 7.2 3.6 4.0 4.5 ― ― （25社）
経常収支 億米ドル 119 174 ― 17.6 19.1

（ＧＤＰ比） ％ (1.5) (1.5) ― (1.3) ―
財政収支 億米ドル ▲ 104 ▲ 304 ▲ 374 3,198億元 ― ―
（ＧＤＰ比,年度） ％ (▲ 1.3) (▲ 2.6) (▲3.0) 以内 (▲ 3.0) (▲3.2)

政府債務残高 億米ドル 1,572 ― ― ―
（ＧＤＰ比,年度末） ％ ( 22.5) ― ― ―

(出所)中国統計年鑑等。政府見通しは全国人民代表大会（2003年３月）にて発表。

　　  ＯＥＣＤ"Economic Outlook"（2003年４月）、ＩＭＦ"World Economic Outlook"（2003年４月）による。

（注）1.政府の実質ＧＤＰ見通しは第10次５ヵ年計画（2001～2005）期間中７％前後となっている。

　　　2.総固定資本形成は民間と公的を含む、鉱工業生産は付加価値ベース、失業率は都市部のみの数値。

      3.政府債務残高の90年代は90～99年の数値。

中国の主要経済指標

 

＜2003年の経済見通し＞ 

2003年の経済成長率は、７％前後になる見込み（政府見通し７％前後、民間機関25社の平均

7.4％（2003年４月時点））。民間機関の見通しは半年前（2002年10月）と同レベルである。 

成長を支える要因としては、個人消費が堅調に推移するとみられるほか、輸出の増加を背景

に、生産が引き続き拡大するとみられる。また西部大開発に示される政府の積極財政政策と外

国資本流入の急増により、投資は引き続き高い伸びが見込まれる。2002年にはデフレが続いて

いたが、2003年に入ってからは原油価格上昇の結果、製造業製品価格が上昇するなど消費者物

価は上昇傾向にある。 

今後の下方リスクとしては、対外的にはアメリカ経済の先行き不透明感が強まり世界経済が

伸び悩めば、輸出に悪影響を与えることが懸念される。国内では、国有企業の大幅な人員削減

が今後も継続して行われることから、失業率の悪化が懸念される。しかし同時に、物価下落の

原因となる過剰生産を克服するためには、国有企業の更なる抜本的な構造改革が必要である。

また、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の流行による不透明感も拭えず、輸送業、観光業に

悪影響を及ぼす可能性がある。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

2002年の財政赤字がＧＤＰ比3.0％となったことから、2003年は赤字削減のため、建設国債

発行額を前年よりも 100 億元削減し 1,400 億元（ＧＤＰ比 1.4％）としている。しかし今後も

積極財政政策は行うこととしている。2000年から実施されている西部大開発計画では、中西部

地域へ重点的に投資を行い、内陸部の経済発展を促し、雇用促進と内需の拡大を目指している。

また、今年は個人消費の拡大政策に重点をおき、公務員給与の引き上げと新規就労機会を 800

万人分作る目標を設定し、都市部のレイオフ労働者や低収入層への対策に努めている。 

ただし、ＷＴＯ加盟に伴う関税引き下げ、金融保険業の営業税率引き下げ、西部大開発の優

遇措置政策により税収の増加は少なくなることが予想され、2003年の税収は5.1％増とＧＤＰ

成長率よりも低く見積もられている。 

なお、金融政策に関しては特に変化はなく、人民元の切り上げに関する議論には引き続き慎

重な姿勢をとっている。 
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